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 1990 年代以降累増した日本の政府債務は, 持続可能性に懸念が呈されている. 今後さらに進む高齢

化に伴う社会保障給付の増加が見込まれていながら, その財源の確保が十分にできておらず, これが

政府債務累増の主因となっている. そうした状況の中, 東日本大震災が起き, その震災復興のために

大規模な財政支出が今後必要となる事態に直面した. 復興関連の財政支出のために, 新発国債の日銀

引受けを求める主張も出る中で, 日本の政府債務をいかに抑制するかが喫緊の課題である. 復興のた

めには既存の財政運営ルールを度外視してでも国債を大量増発するようなことになれば, 財政の持続

可能性に疑義が生じ, 日本国債の市場にも悪影響が及びかねない.  

 本報告では, 日本のソブリンリスクに関して, 震災復興期における財政運営に焦点を当て, 望まれ

る財政運営のあり方について考察する. さらに, 震災復興と社会保障給付財源の安定的確保と財政健

全化の同時達成についても言及したい.  
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